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Ⅰ．虐待対応状況について
皆さん、こんにちは。東京都児童相談センター相談援助課長の上川でございます。今日
は、「東京都における児童虐待の現状と課題」ということで、お話させて頂きたいと考え
ております。
今、児童相談所を取り巻く状況というのは、極めて深刻になっております。先ほど鈴木
先生からお話がございましたけれども、児童虐待相談が非常に増えておりまして、その対
応に本当に毎日明け暮れているという状況でございます。児童相談センターでは通年開所
ということで、児童虐待の通告を受けつける窓口を土・日・祝日でも用意しています。今
私がこうして皆様にお話している間にも、児童相談センターに、おそらく多くの通告の電
東京都における児童虐待の現状と課題
上川 光治
報告者：上川	光治氏
第三回『地域行政の現場から』
― 87 ―
話がかかってきているんじゃないかと思われる、そういう状況です。そういった中で、児
童相談所等の現状についてお話をさせて頂きたいと思います。よろしくお願い致します。
最初に、全国の児童虐待対応の状況についてご説明致します。先ほど鈴木先生からもお
話がございましたが、全国の児童相談所が児童虐待に対応した件数は10万件を超えており
ます。その増加の要因とは何なのか。厚生労働省の説明等では、警察からの児童通告が実
は増えているということです。その件数について言いますと、平成26年度が２万9172件だ
ったものが27年度には３万8522件ということで、9350件も増えているんです。この警察か
らの通告の増加が一番大きな要因になっていると言えます。それから、平成27年度の７月
から、虐待が発見された時に児童相談所にかけられる、いわゆる「共通ダイヤル」が置か
れました。これは最初、厚生労働省が定めた時には10桁の番号だったものを189という３
桁の番号に省略して、できるだけスピーディに児童相談所に通告が出来るようにしまし
た。こういったことからもやはり児童通告が増えていることが分かります。皆様方も毎日
のように新聞とかテレビのニュースとかで、児童虐待による死亡事例等色々な痛ましい事
件を見たり読まれたりしているのではないかと思うのですが、国民の皆様の児童虐待に対
する意識が高まってきているのも、対応件数が増加している１つの要因だと思います。
児童虐待というと身体的虐待が一番多いと従来考えられてきましたが、実は、警察から
の通報が増えるに従って、次第に心理的虐待の事例が増えて参りました。夫婦喧嘩などで
警察がそこに臨場した場合、夫婦喧嘩を子供が見ているという状況は子供に対する心理的
虐待であるとされる。また、お父さんがお母さんを殴っている、DVだという場合、それ
を子供が目撃することも心理的虐待に当たるとして、漏れなく児童相談所の方へ通告が来
ます。そういったことから、心理的虐待が増えているということが言えます。
次に、全国の児童相談センターにおける児童虐待対応件数について見ておきます。少な
いところは鳥取県のように87件というのもありますけれども、多いところを見ますと、大
阪の１万427件が最も多く、次が東京都で9909件に上ります。これだけの虐待に介入して
いるという状況です。児童虐待が大都市圏に集中しているという問題もございます。ま
ず、一番多いのは首都圏（東京都・千葉県・神奈川県・埼玉県と政令指定都市である横浜
市・千葉市・さいたま市・川崎市・相模原市、それに横須賀市）です。そういったところ
も含めますと、３万5610件にもなります。二番目は大阪を中心とした関西圏（大阪府・京
都府・兵庫県・奈良県と政令指定都市である大阪市・堺市・神戸市・京都市）で２万3546
件、三番目が名古屋を中心とした中京圏（愛知県・三重県・滋賀県と政令指定都市である
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名古屋市）で8330件、これだけで６万7000件を超えておりまして、10万3260件の65％以上
が都市部に集中していることが分かります。
東京都の状況はといいますと、東京都の区市町村で通告を受けたのが１万3172件。それ
から、東京都の児童相談所が受けたものが、先ほどお話したように平成27年度で9909件で
す。もっとも、単純にこれを足して２万3000件が東京都の児童虐待の総数だとは言い切れ
ないものがあります。と言いますのは、お互いに同じ事例を受け取っていることもあり得
るからです。そういう意味では、正確な数字ではありませんが、ほぼ２万3000件を受けて
いる状況です。25年から27年で、東京都の児童相談所での相談件数は26％くらい上昇して
いるのに、区市町村の方は８％くらいの増加率でしかない。この違いは何によるのかとい
いますと、それは警察からの通告と関係があります。警察からの通告先は児童相談所にな
っていて、区市町村にはなっていません。児童相談所への警察からの通告が増加する、そ
のことによって児童相談所での相談件数の増加率が高くなっているわけです。
東京都の児童相談所における児童虐待への対応の状況を見ましょう。平成25年くらいか
ら急激に伸びてきています。予めご説明申し上げますと、虐待受理件数と虐待対応件数と
いうのを分けております。厚生労働省等で発表されているのは対応件数です。この２つは
どう違うのか。受理件数は、その年度内で通告を受けた数を単純に足したもの、つまり、
平成27年度であれば、その４月１日から翌年28年の３月31日までに通告を受けた数を単純
に集計したものです。これに対して、対応件数とは、４月１日から翌年３月31日までの間
で何らかの援助方針を決めた数をいいます。そのことから、受理件数と対応件数とは若干
食い違っています。中に、「非該当」というのがあります。これが1965件あるのですが、
これについては何もしていないわけではありません。児童相談所の方に通告が入って、
色々と調査をした結果、非該当となるのには、大きく分けて２つの場合があります。１つ
は、情報不足で子供さんを特定出来なかったために非該当としたもの。もう１つは、調査
をし、家庭訪問をし、そのお子さんの安全確認等を行なったうえで、「これは虐待に当た
らない」という判断をしたもの。そういうふうに考えますと、7944件が何らかの虐待があ
ったと児童相談所が認定した数となります。東京都でどれだけ通告の数が増えているかを
見て頂きましょう。平成25年度には、警察から通告が来たのは435件であったのが、27年
では2938件に達しています。7.5倍も増えていることになります。これに比例して、心理
的虐待も増えてきています。
虐待者（という言い方をするとちょっと可哀そうかも知れないのですが）、虐待をした
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とされる人の内訳をみますと、児童相談所が統計を取り始めてからずっと、実母が実は一
番多い。これは変わりません。ただ、ここのところ、先ほど申し上げたように警察からの
通告で夫婦喧嘩を子供に見せたとされるケース、我々が面前DVと呼んでいるものです
が、こういったものが増えていることから、実父あるいは実父以外の父親からの虐待の比
率が大きくなってきています。これが最近の特徴です。
Ⅱ．組織態勢と虐待相談対応
ここまで数字として児童虐待の現状を見て参りました。続いて、組織体制の問題、児童
相談所がどのような組織体制で対応しているのかをご説明致します。平成28年４月１日現
在の状況ですが、児童相談所数は全国で209か所ありますが、東京都では児童相談センタ
ーも含めて11か所あります。それから、児童福祉司の配置人数は全国で3032人、東京都で
は227人です。それからスーパーバイザー司―これは主任児童福祉司とも呼ばれ、児童
福祉司を育成・指導する、superviseする役割の児童福祉司です―、これが全国では511
人計上されていますが、東京都では13人おられます。児童心理司については、全国で1329
人、東京都では91人。その他、医師、弁護士、保健師、一時保護所職員とか事務職員とか
が色々な人がいて、児童相談所が構成されているということになります。
東京都には11か所の児童相談所が開設されていると申しましたが、その区域割りはどう
なっているのかと申しますと―、
　・	児童相談センター（新宿区北新宿）：千代田区・中央区・港区・新宿区・文京区・台
東区・渋谷区・豊島区・練馬区・島嶼部
　・江東児童相談所（江東区枝川）：墨田区・江東区・江戸川区
　・品川児童相談所（品川区北品川）：品川区・目黒区・大田区
　・世田谷児童相談所（世田谷区桜丘）：世田谷区・狛江市
　・杉並児童相談所（杉並区南荻窪）：杉並区・中野区・武蔵野市・三鷹市
　・北児童相談所（北区王子）：北区・荒川区・板橋区
　・足立児童相談所（足立区西新井本町）：足立区・葛飾区
　・八王子児童相談所（八王子市台町）：八王子市・町田市・日野市
　・	立川児童相談所（立川市曙町）：立川市・青梅市・昭島市・国立市・福生市・あきる
野市・羽村市・西多摩郡
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　・	小平児童相談所（小平市花小金井）：小平市・小金井市・東村山市・国分寺市・西東
京市・東大和市・清瀬市・東久留米市・武蔵村山市
　・多摩児童相談所（多摩市諏訪）：多摩市・府中市・調布市・稲城市
児童相談センターについては大体、山手線の中でありまして、ご覧の通り９区と小笠原
まで含む島嶼部を担当しております。現行の標準的な組織体制について、その概略を説明
申し上げますと、児童相談センターは、中央児童相談所としての機能を持っておりまして、
11か所の児童相談所の連絡調整をする役割も担っているため、複雑な組織体制になってい
ます。ここでは、そうではない標準的な地域児童相談所の例を挙げましょう。基本的に
は、課長級の所長がおりまして、その下に、４つの担当（児童福祉担当・心理指導担当・
管理担当・保護担当）があります。児童福祉担当と心理指導担当と管理担当、この３つの
担当はどの事業所にもありますが、一時保護所を設置していないところには保護担当とい
う部署がありません。先ほど申し上げた児童福祉司は、この児童福祉担当に所属していま
す。それぞれが地区割りをしておりまして、ブロックごとに担当します。その他、非常勤
職員も含めた児童虐待対策班があったりします。それから児童心理司は心理指導担当に属
します。管理につきましては、庶務とか給与とか、そういう関係の仕事をしています。保
護担当は、一時保護を担当します。一般的な組織は大体このようになっております。
では、児童相談所への相談・通告が入ってからはどのような流れになるのでしょうか。
この点については、少し細かくご説明致します。大きく分けて一般相談と虐待相談があり
ます。多くの場合は、一般相談と言われるもので、児童本人もしくは保護者から相談があ
るケースです。相談がありますと、受理会議というのがあって、児童相談所の方で相談を
受けつけて、それからいろいろと調査をします。その調査が「社会診断」です。これは児
童福祉司が行ないます。児童心理司は「心理・医学診断」というのを行ないます。それか
ら一時保護診断といいまして、子供さんを保護した場合には、子供さんの「行動診断」を
行ないます。こうした様々な職種の専門職の診断結果を元に、児童福祉司がアセスメント
をして、そのお子さんの援助を決めていく、という流れになります。
この他に虐待相談という流れもあります。不特定多数の方から虐待についての通告が入
る場合です。現在の仕組みでは、地域の子供家庭支援センターに入る場合もありますし、
児童相談所に直接入ってくる場合もある。こちらのケースが一般相談と異なるのは、通告
を受けて直ちに緊急受理会議を開くことです。緊急受理会議をやって、調査方針を決めま
す。子供の安全確認をどのようにして行なうか、といったことです。緊急受理会議をやっ
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た後に、調査のために子供の保護が必要であれば保護致しますし、子供の安全確認が出来
ない場合には、知事による出頭要求をかけ、立入調査をし、なお確認出来なければ再出頭
要求をする。それでも駄目な場合には臨検・捜索という手段に訴える。子供の安全確認の
ためには、このような法的な対応が必要になることもあります。その後の「総合診断」以
下の流れは虐待相談も一般相談も同じになります。具体的な援助方針をどう決めるかとい
う点については、以上のような診断結果を元にして、課題を抽出し、児童福祉司がそれを
アセスメントしていきます。そうした中で、それぞれの子供さんの力や強み、あるいは弱
み、またそれぞれの保護者の強みとか弱みとか―監護力も含めて―、仮に施設に行っ
た場合にはその施設を如何に利用するかといったこと等も考慮して、援助方針を決定しま
す。短期的な課題はどういうものか、例えば３か月くらいまでどういう支援をしていくの
か。３か月以上かかるのであれば、その後どのようにして中長期的な課題を設定していく
のか。これらの点を見据えて、支援をしていくことになります。
ここで繰り返し「援助方針」と申しておりますが、では援助方針とは何か、という疑問
もありましょう。児童相談所が今取っている援助方針には措置によるものと措置によらな
いものとがあります。「措置」というのは行政処分のことです。行政処分によるものとよ
らないものとがある。行政処分でないものとしては、児童福祉法11条に定められているよ
うに、継続指導とか他機関紹介だとか助言終了だとかいうふうになります。一方、措置に
よるものは、児童福祉法25条、26条、27条に書かれておりますが、訓戒・誓約から始まり、
児童福祉施設への入所措置、里親への委託、家庭裁判所への送致などに至るまで、様々な
レヴェルがあります。単純化していうと、児童福祉司は、そのケースの援助方針をこれら
の中から選択していかなくてはなりません。
ただ、援助方針を決めても子供や保護者が納得しないことがあります。そういう場合に
はどうするか。１つ目には、東京都ではその児童福祉審議会に諮問するということが考え
られます。例えば児童相談所としては、行政処分として児童福祉施設への入所措置を取り
たいのだけれども保護者が不同意、ということになれば児童福祉法28条の「申立て」をし
なくてはなりません。そのために児童福祉審議会に、28条に基づく「申立て」をすること
の適否を諮問することになりますし、児童福祉司指導という在宅指導に対して、保護者も
子供さんも納得出来ないという場合には、児童福祉司指導という措置を取ることが適当な
のかどうかを児童福祉審議会に諮問することになります。児童相談所の方には法的権限が
幾つかございまして、児童福祉法27条の「申立て」というのは児童相談所が子供を児童福
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祉施設に入所させたいと判断し、援助方針を決めたものに対して、保護者が同意しない場
合については、家庭裁判所へ申立てを行ない、審判を経て、施設入所をさせることができ
ます。また、著しい虐待がある場合、その親の親権を一時的に停止した方が良いと判断し
た時には親権の一時停止、あるいは無期限に親権を停止した方がよいと判断した時には親
権の喪失宣告の申立てを行ないます。それから、未成年後見人の選任（解任）もそうです
が、こうしたことが、児童相談所に認められた法的権限です。
Ⅲ．虐待対応における地域との連携
虐待対応は児童相談所だけではできません。子供の安全の確保は、児童相談所が本当に
血まなこになって取り組んでいる状況でございますが。子供さんにとっては、やはり最終
的には親の元に帰すのが理想ではあります。親が子供を虐待したからと言って、お父さ
ん・お母さんの全てを駄目だとしてしまうのではなく、何らかのかたちでそのお父さん・
お母さんに支援をすることで、虐待環境がなくなり、子供さんが安心して家に帰れるよう
な、そういう状況を目指す。そうした際に、児童相談所は、子供の代弁者という立場での
権限は持っていても、親への指導という面では非常に難しいところがあります。例えば精
神疾患を持っているお母さん等がいれば、保健所など地域の機関の支援がどうしても不可
欠になります。お子さんを家に帰すに当たっては、保育園とか学校とかの支援も要りま
す。このように地域の様々な関係機関の支援の中で、子供さんの家庭をどういうふうに見
守っていくかという視点が一番必要になって参ります。私たちは虐待への対応をしており
ますけれども、区市町村との連携は極めて大切だと考えています。この点について、少し
お話をできればと思います。
児童虐待相談についてのそれぞれの機関の機能について申しますと、先ほどお話しまし
たように、東京都には子供家庭支援センターが各区市町村に設置されています。そこと児
童相談所とが連携しながら虐待対応をしています。両者に共通する機能もあれば、区市町
村にだけしか無い機能もあれば、また、児童相談所にしか無い機能もある。まず、子供家
庭支援センターがどういうものかという点です。東京都は平成７年から子供家庭支援セン
ター事業としまして、各区市町村にその設置をお願いしています。東京都は23区、26市、
５町、８村、併せて68区市町村から成っておりますが、そのうちの23区、26市、５町、６
村に子供家庭支援センターが設置されています。つまり２つの村だけ、なおこの施設がな
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いのですが、それ以外の区市町村には全て設置済みです。そこと連携しながら、要保護児
童対策地域協議会（要対協）―地域で子供を育てる目的のものです―のネットワーク
を活用して活動している、という図式になります。この点に関連して、「東京ルール」と
いうのがあります。これは何かと言いますと、児童相談所と子供家庭支援センターとの連
絡・調整の基本的なルールのことです。支援センターから児童相談所へは「情報提供」す
る（児童相談所と情報共有を図ることが必要と判断した場合）、「援助要請」する（主担当
は支援センターであるが、児童相談所の機能活用が必要であると判断した場合）、「送致」
する（児童相談所の機能発揮のため、児童相談所への主担当変更する場合）、「通知」する
（「送致」したが、援助が滞っている場合）、他方、児童相談所から支援センターへは「情
報提供」する（保護者が管轄外に転居した場合）、「協力依頼」する（支援センターの機能
が必要であると児童相談所が判断した場合）、「区市町村移管」する（児童相談所の援助終
了後、一定期間支援センターの関わりが必要と判断した場合）。こういったことを決めて
いるのです。なぜこんなことを決めておかなくてはならないのか。同じ事案を双方が持っ
ていると、「向こうがやってくれるから、こちらはやらなくていいだろう」みたいなこと
になりかねません。そういったことがないように、主担当に拘っているのです。どちらが
主担当となってキチンとやっていくか。そのルール作りをするために、この「東京ルー
ル」を決めているわけです。
地域における要支援家庭の早期発見・早期対応について、どのように取り組んでいるの
か、という点について申します。医療機関、保健所や保健センター、それから子供家庭支
援センター、そういったところが地域の中で連携し合って、乳児家庭全戸訪問とか新生児
訪問指導（ポピュレーションアプローチ）も行ないながら、もし虐待ハイリスクの家庭を
発見した場合にはどのように対応するかを決めて行きます。虐待リスクの面からは健康
群・育児不安群・虐待予備群・虐待群に場合分けされますが、児童相談所は、この中では
虐待予備群辺りから虐待群について、関与していきます。
それでは、要保護児童対策地域協議会（要対協）がどのような組織であるか、その概要
をご説明致します。要対協というのは平成17年４月１日に改正児童福祉法が施行された時
にこの組織を「置くことが出来る」という条項が追加されて（25条の２）、法的な裏付け
が与えられました。しかし、その後、なかなかそれが全国的に拡がっていかなかったこと
から、平成20年の改正では、その設置が努力義務にされました。更に平成21年の４月１日
には要保護児童だけではなくて、要支援家庭とか支援を特に必要とする妊婦―「特定妊
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婦」と我々は呼んでおりますが―も対象に含めることとなりました。それから、今年の
法改正で来年の４月１日から施行される部分では、調整機関に必ず専門職を配置すること
が義務付けられました。また専門職として配置された職員の研修受講も義務化されまし
た。要対協自体は年に１回か２回開かれる代表者会議というものと、３か月に１度程度開
かれる実務者会議、そして随時開かれる個別ケース検討会議という、併せて３層の会議体
から成り立っています。要対協の設置主体は区市町村でありますので、それぞれの地方公
共団体がこれを設置することになります。主な構成員は、それぞれの自治体で違いがあり
ますが、国または地方公共団体の機関として児童福祉等主管部局、児童相談所、保健所・
保健センター、警察署、法務局、教育委員会、学校等、法人・団体としては医療法人、社
会福祉法人、社会福祉協議会、医師会、歯科医師会、看護協会、弁護士会、特定非営利活
動法人等が含まれ、その他に養育家庭や民生・児童委員協議会、主任児童委員、児童委
員、法人格を有しないNPO団体などが加わることもあります。
ここまで私の説明では、児童相談所と区市町村との連携がとても上手くいっているよう
な言い方をして参りました。皆様もそのように思っていらっしゃるかなあと思うのです
が、実はいろいろと問題がございます。連携、連携と言いながらもなかなか連携が図れな
いことが多いのも事実です。連携が上手く図れなかった事例を出した方がよいかとも思っ
たのですが、ここでは、連携上の留意点というかたちで、７点に纏めたものをまずご紹介
致します。①主担当機関の明確化、②主たる援助者の確認、③出来ること・出来ないこと
の確認、④守秘義務の徹底、⑤役割分担、⑥危機レヴェルを下げない、⑦決定事項等の確
認、この７点です。東京都の児童福祉審議会の死亡事例検証報告が毎年出されております
が、死亡事例を検証する中で、児童相談所と地域との連携における課題として常に挙げら
れている問題点を纏めると、大体この７点になろうかと思います。これらの点が出来てい
ないから、地域との連携が上手くいっていないのです。この７点のうち、最初の３点につ
いて、やや詳しくご説明致しましょう。
まず、①主担当機関の明確化。先ほど「東京ルール」をご説明した際にも主担当という
ことに拘っておりましたが、ケースごとに援助の進行管理をしっかり行なっていくことは
なかなか難しい。時間の面から言いますと、長いものでは子供さんが18歳を超えるまで見
なければならない場合もございますので、どこがどういうふうに主担当として援助の進行
管理をしていくかは非常に重要になります。主担当が明確化されていないようなケース
で、問題が起り、子供さんがその隙間に落ちて亡くなったこともありました。
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次に②主たる援助者の確認。なかなか児童相談所単独では援助が出来ないということを
申しましたが、誰に対して、どこが支援していくのかを決定するのが大変重要なことでご
ざいます。例えば、お父さんも問題を抱えている、お母さんも問題を抱えている、きょう
だいも問題を抱えている、というケースもありますので。どこの機関が誰の主たる援助者
になるのかがハッキリ決められていないと、その部分が抜け落ちてしまい、そこから深刻
な問題が発生してくることになりがちなので、注意をしなければなりません。
それから、③お互いに出来ることと出来ないことを確認すること。例えば生活保護に関
しては生活保護法に基づいてその法体系の中で保護を行なわなければなりません。児童相
談所は、児童福祉法という法体系の中で支援をする。このように、それぞれの機関がそれ
ぞれの立場で１つの事案に関わる訳ですが、自分たちの役割を果たしてさえいれば、それ
でいいのだ、というふうになりがちです。そうなると、その家庭に対する支援がバラバラ
になってしまいます。それぞれの機関が役割を押し付け合っていてはどうしようもないの
で、自分たちの役割を果たすのは当たり前のこととして、そこから更にもう一歩を踏み出
す。踏み出して、他の機関と一緒になって支援に当たっていく。その事案は自分の担当な
のだという当事者意識を持ち続けることが重要です。また、ネットワークで顔が見える関
係になった支援者たちがチームとして取り組んでいるんだという意識をどうやって持つか
ということも重要です。この意識が希薄であると、そこに支援の隙間が出来て、その隙間
にはまった子供が亡くなる事態にまで至ってしまいかねないのです。この押し付け合いと
いうのは、実は今でもあります。例えば、一時保護は児童相談所しか出来ないのだから、
一時保護を早くしてくれ、地域での取り組みをずっとやっているけれども何ら問題が解決
しないから、早く一時保護してくれ、という。では、地域、例えば学校がちゃんとしたこ
とをやっているのかというと、そうとも言えない場合もある。児童相談所の一時保護はど
ういう意味があるのかという点について、学校の先生がキチンと理解してくれているか。
どうもそうでもありません。児童相談所の一時保護が定員を大幅に上回っている現状も分
かって頂いていない。それぞれの機関にそれぞれに言い分はあるのですけれども、それぞ
れの機関がそれぞれの役割を果たした上で、チーム一丸でやっているという意識のもと
に、連携というよりはむしろ協働、つまり「共に働いている」という意識をもつことが重
要なのではないでしょうか。
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Ⅳ．課題について
それでは課題を整理致します。昨年（平成27年）の12月21日に内閣府が設置した子ども
の貧困対策会議から児童虐待防止強化対策プロジェクトというのが提出されました。「全
ての子供の安心と希望の実現プロジェクト」の中の１つです。ここに書かれている「現状
と課題」は
１．家庭・地域における養育力が低下し、子育ての孤立化や不安・負担感が増大
２．児童虐待相談対応件数の増加が続き、複雑・困難ケースも増加
３．児童相談所等の体制・専門性や地域の関係機関の連携が不十分
４．社会的養護を必要とする児童は自立に時間を要する場合が多いこと
となっていますが、私はこのうちの２．と３．についてお話したいと思います。この２．
３．の課題に対応すべくプラン化したのが「児童相談所強化プラン」（厚生労働省平成28年
４月25日通知）です。
先ほど、児童相談件数が増加していると申しました。複雑・困難なケースも増えてきて
おります。児童福祉司は１人で抱える件数が多すぎて、適切な対応が行なえない状況が出
現しております。子供の安全確認が滞りがちであったり、虐待対応にかかりっきりになっ
たりして、それ以外の対応にまで手が回らないのです。児童心理司も同様でして、余りに
件数が多くなると、判定に手が回らなくなってしまいます。一般に、虐待問題について
は、複数のスタッフで対応に当たるものなのですが、人手が足りないために、この複数対
応もままならないのが実情です。これに対して、児童相談所強化プランには児童福祉司等
の増員を掲げております。児童福祉司については、平成31年までの４年間に550人程度増
やす計画です。それから今回の児童福祉法改正の中で、政令で定める児童福祉司の基準が
変わりまして、今まで４万人～７万人に１人となっていたのが、人口４万人当たり１人、
それに虐待対応件数に応じて更に上乗せ出来ることになりました。東京都の場合、４万人
に１人ということでいくと、一体どれだけの数の児童福祉司を任用しなければならなくな
るか。総務局の方で調べた人口は平成28年１月１日現在で1341万5349人、これに対して児
童福祉司が227人ですから、現状では５万9098人に１人の割合に過ぎません。これを４万
人に１人の割合にする場合には、336人必要になります。109人不足している状況です。
では全国的にみて、児童福祉司の管轄人口はどうなっているのでしょうか。やや資料が
旧いのですが、平成26年の福祉行政報告例によりますと、東京都はワースト４です。全国
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平均は４万2263人なのに対して、東京都は５万9000人程度です。児童福祉司１人当たりの
虐待対応件数も、同じく平成26年度の数値で、全国平均が32件―１年で32件を１人の児
童福祉司が虐待相談に対応する―なのに対して、東京都は39件にのぼります。また、私
が計算した、児童相談センターの相談援助課の状況を申しますと、平成23年では児童福祉
司は27人だったので、１人当たりの担当件数24.3件だったのが、平成27年では、児童福祉
司の数は33人となって６人増えはしたものの、１人当たり47.4件に対応しなければならな
くなっている。
児童相談所の態勢をどうするかという課題です。私がこの方面で一番の問題だと思って
いるのは―言われて久しい課題なのですが―介入と支援を同じ児童福祉司がやってい
る現在のやり方が限界に来ている、ということです。介入時には、保護者と対立・対峙関
係になることが多いのです。虐待通告で通告された側の多くは、自分がやったことが分か
っていない。通告されたことも含めて分かっていない。そこへ児童相談所が行く。そこで
「お宅、児童虐待してますか？」みたいなことを児童福祉司がいうと―もちろん、この
ような直接的な言い方を普通、児童福祉司はしませんけれども―、大体、保護者の側は
「ふざけるな‼」ということになりがちです。そういう対立関係になる。だから介入とい
うのは本当に難しいのです。一旦、そういう対立関係になってしまうと、その後の支援に
繋がっていきません。この入口のところがまずいとその後の支援に支障を来すことが極め
て多い。こちらの言うことを保護者が聞いてくれない、例えばこちらが福祉施設に子供を
入所させた方がいいと判断した深刻なケースでも、それを保護者が受け容れようとしない
となった時には、児童福祉法28条に従って、親権の停止などに踏み切らざるを得なくなり
ます。そういう法的な対応が必要になってしまう。なお、児童相談所強化プランでは、特
にプランの提示はないのですが、改正児童福祉法の附則第２条３項に施行後２年以内に児
童相談所の業務の在り方、要保護児童の通告の在り方、特別養子縁組制度の利用促進の在
り方を検討することにはなっています。例えばアメリカのように、まず司法が介入し、そ
の後の支援の部分についてのみ児童相談所が関与する「司法関与」の仕組みとか、トリア
ージセンター構想―各都道府県にトリアージセンターを１つ設けて、通告を全部そこに
集中し、そこから児童相談所や区市町村などに振り分ける仕組み―なども、法改正の議
論の中で出ていました。このどちらの仕組みがいいのか。いずれにしても、こうした仕組
みを考えなくてはならない時期に来ているように思います。
それから、児童相談所の専門性という課題があります。確かに児童福祉司の数を増やす
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ことで解消される問題もあるに違いないのですが、実は、それだけでも済まない。今、経
験の少ない職員が増えてきています。私の勤務している児童相談センターでも50％以上が
実務経験３年以内の人たちです。児童福祉司をキッチリと養成していこうとすると、やは
り３年くらいはかかるんですね。このように、育成に時間がかかるのに、一方でどんどん
増員が行なわれて経験の浅い新人が入ってきたならば、逆に育成の時間を割くことが出来
ない。そういうジレンマを抱えております。
次に、地域の関係機関との連携強化という課題があります。何度も申し上げているとこ
ろでありますが、虐待は家族構造上の問題であり、児童相談所だけでは抱えきれません。
このことは厚生労働省の「虐待対応の手引き」でも書かれております。①区市町村関係部
署との連携が必須、②要保護児童対策地域協議会のネットワークの中での連携が必要、③
警察通告増、重篤ケース増から、警察、検察との連携が必要、④家族構成員全員に支援が
必要、といったことを指摘することが出来ましょう。このうちの③についてのみ、少し詳
しくお話します。先ほど面前DVのことに触れましたが、例えば父親が母親に重篤な危害
を加えているといったケースでは、これは子供に対する心理的虐待ともなっています。こ
のようなケースもかなりの数に上ります。これに警察が臨場した場合、当然、その父親は
逮捕される。そうなると、今度は、児童相談所は警察とのやり取りが必要になってきま
す。これだけ警察が家庭の中に入る機会が増えてくると、これからは警察、検察との連携
を取っていかなくてはなりません。それで、児童相談所強化プランでは、市町村との役割
分担をハッキリさせ、共通アセスメントツールを作成することが盛り込まれています。こ
の共通アセスメントツールというのは、それぞれの事案について、これは区市町村が担当
するべきだ、これは児童相談所が担当するべきだ…というのを仕分けるツールです。これ
を作成しようというのですが、これはなかなか難しいんじゃないかなあと私は思っている
ところです。
最後に、これらの課題を踏まえて、では東京都は今どのような対応をしているか、とい
うことをお話します。まずは、児童福祉司の増員をとりあえずは図っております。昨年
度、江東児童相談所と足立児童相談所とでは重点的に人員を登用し、虐待対策班を強化し
ております。この虐待対策班は介入だけをやる。残りのそれ以外の児童福祉司は支援だけ
をやる。そういう機能分化を図っています。来年度は実は児童相談センターが増員される
順番になっておりまして、大量の増員が頂けるのではないかと期待しているところです。
増員計画の具体的な人数に関しては、現時点ではまだ計画の段階ですので、ここで数字を
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公開することは差し控えさせて頂きます。この他、一時保護所が今大変な状況ですので、
そこの機能強化とか、家庭的養護の推進とかを考えております。
ただ、大きな態勢については、まだ決め切れておりません。それぞれの児童相談所にお
ける相談対応体制の強化プランについてはある程度東京都としても持っておりますが、で
は、児童相談所はこれから、どのような児童相談所となっていくのか。児童相談所の機能
も含めて、今後の態勢をどうするのか。実は東京都では、―皆さんも既にご案内かも知
れませんが―特別区が児童相談所を設置することが出来るということが、今回の法律改
正によって承認されました。中野区とか千代田区とかが既に手を挙げています。そうする
と、児童相談所の管轄地域が変わってくるという問題もあります。それから、先ほど触れ
ましたように、児童福祉法の改正によって、附則に、児童相談所の在り方を２年の間に見
直すということが盛り込まれましたので、その動向も考えなくてはなりません。ただ、現
時点では、どのような態勢にするのがよいのか、抜本的にどのように改めればよいのかを
申し上げることが出来ない、というのが率直なところでございます。
そういう困難な状況の下ではございますけれども、虐待対応に関して職員一同、一丸と
なって頑張っております。引き続きご来場の皆様からもご支援、ご協力を賜ることが出来
れば幸いに存じます。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
【討論と質疑】
鈴木：上川先生、貴重なご報告を有難うございました。私の方から若干コメントをさせ
て頂きたいと思います。
児童虐待問題に関しては、様々な切り口からのアプローチがありますが、私の専門が行
政学ですので、組織という観点から考えていきたいと思います。また、今回の上川先生の
ご報告も、組織・態勢に焦点を当てたご報告を頂きました。
第一の論点は、児童相談行政の組織分担についてです。大阪市立大学の手塚洋輔先生が
提案されたモデル（手塚洋輔「児童相談行政における関係機関とのネットワーク構築」『児童相
談行政における業務と専門性』平成23年３月）をご紹介します。これは現行の児童相談行政
の組織体制を３つのパターンに分けて示しております。第一のパターンの児相非設置市に
おいては、児童相談所は都道府県が持っていて、深刻なケースに対応します。軽微なケー
スは各市町村の家庭児童相談室や所管課が対応する。一方、第二のパターンの政令指定都
市は重層構造型と名付けられておりますけれども、深刻なケースに対応するのは市の児童
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相談所です。軽微なケースはどこが対応するか。政令指定都市には行政区というのがござ
いまして、この行政区の家庭児童相談室や所管課が対応する。児相非設置市と政令指定都
市の仕組みはこれまで数十年にわたって機能してきているものです。これに対して、新し
く出来てきたのが中核市の単層構造型といわれるものです。平成16年に法律が改正されま
して、中核市でも児童相談所を設置出来ることになりまして、現在は金沢市と横須賀市が
このパターンを採っております。先ほど上川先生からもお話がありましたが、東京都の23
区特別区も今年（平成28年）の法改正によって５年後までに児童相談所を設置出来るとい
うことになりました。ここがにわかに注目されるところですが、このパターンでは、児童
相談所を中核市（特別区）が設置するわけですが、深刻なケースも軽微なケースも基本的
に全てここで一手に引き受けるかたちになります。今から５年ほど前、この単層構造型を
採っている金沢市に、私はヒアリング（現地調査）に参りました。そこでいろいろお話を
伺ったのですけれども、金沢市は福祉や教育に熱心なところでして、福祉と教育の連携施
設というものを平成18年から設置しており、そこに児童相談所が入っています。また、児
童相談所だけではなくて、教育委員会の施設もそこに設置されていて、子供に関係する子
育て支援から要保護児童対策に至るまで取り扱っております。この単層構造型のメリット
として、金沢市では、次のようなことを仰っていました。第一に、児童相談所の管轄区域
が市の行政区域に限られていて、機動力に富むということ。地理的に狭い範囲なので、直
ぐに駆けつけることが出来るということですね。それから、第二に、窓口が一元化されて
いるので、市民が身近な相談窓口として、相談し易くなること。第三に、様々な関係機
関、例えば市の教育委員会や保健所などと連携し易いこと。生活保護とか医療費助成とか
障害者福祉施策とか、そういう様々な市の所管課とも、市の児童相談所は連携し易いとい
う点で児童虐待防止の効果が見込める。―こういう説明がありました。ただ、果してそ
ういうふうに言えるのかなということが、今私が疑問として考えているところです。この
単層構造型のパターンは、今後、東京23区にも普及するかも知れませんけれども、このタ
イプの長所と短所としてどういうことが考えられるのでしょうか。
第二の論点は、関係機関の連携についてです。先ほど上川先生も詳しくお話になったよ
うに、児童虐待の防止は、児童相談所単体では出来ません。虐待の発見や通告という入口
の部分から、最終的な子供の自立とか家族の再統合とかいう出口の部分に至るまで、様々
な関係機関の協力を必要としております。そうした関係機関が連携していく上では、人事
異動というのが１つのポイントになります。地方公務員というのは、ずっと同じ部署にい
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るわけではありません。様々な部署に異動していきます。関係機関を上手く異動させるこ
とによって、能力を高めたり、経験を深めたり、視野を拡げたりすることが可能になって
きます。それが顔の見える関係を構築するのに役立ちます。例えば北九州市の場合には、
こんなことをやっています。―北九州市教育委員会、北九州市児童相談所、それから福
岡県警の少年補導部門が同じ建物の同じフロアにあります。僅か10秒歩くだけで、隣の職
場に行って相談することが出来る。物理的にも「顔の見える」関係を作り上げている。
―こういう取り組みです。横浜市のケースを見ましょう。横浜市では、事務職とは別
に、福祉職の職員を採用しております。この人たちが、横浜市の18ある行政区の区役所の
福祉事務所で働いております。児童相談所と福祉事務所と行ったり来たりすることで、行
政の第一線の現場と児童相談所という専門的な機関との双方で経験を積むことが出来るこ
とになります。更に三鷹市の場合です。三鷹市は児童相談所を設置できませんので、市の
児童相談所はもちろんありませんが、ここには子供家庭支援センターという相談機関があ
ります。職員には保育所の保育士、保健所の保健師などが次々と人事異動で入ってきま
す。そうすると、児童福祉、児童虐待について知見のある保育士や保健師が、市内の各機
関にだんだん増えてくる。そういう仕組みをとっています。これら、有効な人事異動をど
ういうふうに進めて行くかというのが第二の論点です。
この論点に関連して、児童相談所の所轄区域と関係機関の所轄区域の一致・不一致とい
う問題もあります。東京都児童相談センターは９区を担当しておられるということでし
た。その９区という担当区域と警察署の担当区域それから	公立学校の担当区域、それが
上手く重なれば連携し易いが、逆にこれがズレてくると連携しにくい面もあるのかなと思
います。更に５年後に千代田区などが児童相談所を持つようになりますと、また今度は児
童相談所の管轄区域が区単位になって参ります。そうすると連携関係に変化が出てくるの
かどうか、気になるところです。
第三に、児童相談所の三部制ということです。先ほどご講演の中でも、介入と支援を同
じ児童福祉司がするやり方が限界に来ているという問題が指摘されました。このことは実
は児童相談所が誕生して間もない昭和24年、国連の児童福祉顧問であったアリス・A・キ
ャロルという人が日本の児童相談所の現地調査をした時にも指摘しております。児童相談
所という１部門が、余りにも多くの機能を担っているということですね。彼は、一時保護
所、児童相談所、児童鑑別所に再組織することを提案しました。行政学の方で、「第一線
公務員」という議論があります。警察官とかケースワーカーとかのように、直接市民に接
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して現場で活動する公務員のことを第一線公務員といいます。この人たちは、いわば組織
の末端に位置しますが、しかし直接市民と接していますので、臨機応変の、言い換えると
「裁量」を持った行動が求められる。そういう意味では非常に難しい立場なのですね。そ
の第一線公務員でよくある問題が、職務の目標が曖昧だということです。例えば税関職員
の場合。一方では丁寧なチェックが求められます。その一方で迅速なチェックが求められ
る。明らかに矛盾するわけですね。それとよく似たことが、児童福祉司にも起こっていま
す。親の支援を優先するのか、それとも親から嫌われてでも子供の安全を確保するのか。
―こういう矛盾を抱えてしまっているのです。それを解消する１つの方法が先ほどご提
案されたように、介入班と支援班とを分けることなのかなという感想を持ちました。
鈴木：では残りの時間で、皆さんからの質問にお答えしようと思います。質問が余り出
なかったらどうしよう…と思って、皆さんに質問票を書いてご提出頂くことにしたのです
が、実際には30人以上にのぼる方々からご質問を頂戴しました。そのため、全てにお答え
するのは、ひょっとしたら残念ながら無理かも知れませんが、出来るだけ、上川先生と私
とでお答えして参ります。
まず１つ目のご質問です。「児童相談所として、学校や教員から提供してほしい情報と
かサポートは何か教えて下さい」というものです。
上川：学齢のお子さんに関しては、学校から情報を頂きたい場合というのは大変多くあ
ります。重要な情報が多いので。例えば一時保護とかをする場合、学校の方で保管してい
るアレルギー等の情報は必ず頂いております。学業成績を教えて頂くこともあります。そ
れから特に学校での行動ですね。そのお子さんが学校でどのような行動をしているのか。
学校からの保護者の見立ても重要な情報です。虐待相談対応の時にはそうしたものを教え
て頂いております。また、サポートの面について言いますと、児童相談所の方で一時保護
をしたり、その後、施設に入所したりしたお子さんが、地域に復帰する際に、いろいろ手
厚いサポートをして頂けると大変有難いと思っております。
鈴木：では、次に「児童福祉司にはどのようにしたら、なれるのでしょうか、どのよう
な人が採用されますか」というご質問です。
上川：児童福祉司については、改正された児童福祉法13条３項に、どのような人が児童
福祉司になれるのかの規定があります。例えば医師だとか、社会福祉士の資格を持ってい
る者だとか、あるいは社会福祉主事として二年以上児童福祉事業に従事した者だとかで
第三回『地域行政の現場から』
― 103 ―
す。なので、児童福祉司を目指すのであれば、まずそれらの資格をお取りになることが肝
要です。それから、児童福祉司はほとんどの場合、市の職員であったり、都の職員であっ
たりする、つまり公務員なので、公務員試験をしっかりクリアして頂かないと、児童福祉
司にはなれません。児童福祉司の研修につきましては、児童相談センターでは、例えば福
祉職というかたちで東京都に採用されて、社会福祉士という資格をお持ちの方であって
も、入職してから２か月間くらいはほぼ缶詰状態で研修に入ります。その後OJT（On－
the－Job－Training）ということで１か月くらい、現場に出て、先輩の児童福祉司―
我々は「チューター」と呼んでおりますが―にくっ付いて、実地の面接だとか色々な場
所に連れて行ってくれる中で、実践的な実務を身に着けていきます。併せて３か月程度の
研修を経て、実務に就くことになります。年度初めだけではなくて、その中間、年度末な
どに周期的に新人研修が組まれていますので、その都度、そうした研修を受けなくてはな
りません。一応の目途としては、３年で一人前の児童福祉司にするということでやってお
ります。
鈴木：「児童福祉司」１人当たりの相談対応件数が都道府県それぞれで随分と大きく違
いますが、そのそれぞれで対応の充実度にも違いが出てしまったりするのでしょうか」と
いうご質問がありました。私はさいたま市、横浜市などの政令指定都市、それから静岡
市、金沢市などの調査をしたことがありますけれども、やはり自治体によって職員数が相
当異なります。また、私が調査に行った時には、さいたま市や静岡市などは政令指定都市
になったばかりで、児童相談所が新設されて数年しか経っていない時期でした。なので、
児童相談所の所長は県の職員の方に出向で来て頂いて、教わりながら仕事を進めていると
いう状況でした。多くの児童福祉司は、初めてその仕事をするということで、非常にプレ
ッシャーを感じているようでした。Burn	out、「燃え尽き」ですね。真面目に対応しよう
とすればするほど、本当に精神的に追い詰められてしまう、体調を崩してしまう、という
人がかなり多くいました。そういう意味では、歴史のある東京都や横浜市や大阪市のよう
な自治体の児童相談所と最近出来た政令市あるいは件数自体が少ない地方の県などでは、
相当違いがあるのではないかと思うのです。
次に、「児童福祉司はなぜ増えないのでしょうか。働く環境が余り良くないと聞いたこ
とがありますが」というご質問がきております。
上川：まさにその通りであります…というふうに申し上げるとよくないのかも知れませ
んが、先ほど申し上げましたように、対応件数が増えて来ております。児童福祉司は公務
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員です。従って、仕事の内容、例えば１本の電話をかける、１回の面接をする、１回の訪
問をする…といったこと全部を記録に残さなくてはなりません。それが、自分たちが司
つかさ
と
して真摯に仕事をした証しとなります。児童福祉司さんたちの一番の悩みは、増えてくる
案件それぞれについて、記録にいかに残していくかということなのです。それからもう一
つ、事務手続きの多さということもあります。ケースワーク能力だけではなくて、事務処
理能力も非常に求められる仕事なのです。スケジュール管理も大変難しい。それで、先ほ
ど鈴木先生のお話にも出てきましたが、burn	outしてしまう児童福祉司さんがいないと言
ったら嘘になります。「なぜ増えないのでしょうか」という点について申しますと、定員
を増やせば、数は
0 0
増えます。むしろ問題は、それが定着しない
0 0 0 0 0
ことなんですね。そういう
難しさがございます。
鈴木：本質的な質問も頂いております。「現状における課題にどう対処するかという観
点からは、態勢強化、職員増員は充分に理解出来る。しかし、子供が減っているのに、な
ぜ児童虐待の件数が増えるのかと考えた場合に、ケースに対応するための態勢強化はあく
まで対処療法に過ぎない。様々な行政分野で態勢強化がなされてはいるが、そのような発
想によっては問題の抜本的な課題解決は難しい。地域包括ケアや成人教育などの発想での
仕組み作りが必要と考えるが」。全く仰る通りだと思います。児童虐待がなぜ減らずに増
えるのかという点については、やはり世帯の孤立化が重要な要因として挙げられます。隣
近所との繋がりがない、親戚、親族との繋がりがない、という孤立した世帯が増えて来て
います。マンションなどを考えても、隣に誰が住んでいるか分からないという状況の中
で、頼る人もなく、精神的に追い詰められてしまう親もいます。更に、子供のいる世帯の
貧困、あるいは社会全体の貧困、これも虐待増の原因の１つと考えられます。これらは児
童福祉司だけでは対応しきれない問題ですので、国と自治体、そして地域社会が、児童虐
待を解決するために協力することが大切です。我々もこの点を理解して、そこに協力して
いかなくてはなりませんね。
上川：ご質問に書かれてあるのは仰る通りだと思います。今年で第12次になりましょう
か、国が死亡事例検証報告を毎年出しています。そこでは、ゼロ歳児、中でも１か月に満
たない、あるいは１日に満たないくらいのお子さんが多く亡くなっている実情がありま
す。命の教育とか性教育とかをやらなければ根本的な解決にはなりません。それらにプラ
スして、そろそろ育児についての教育も必要なんじゃないかと思っています。中学生、高
校生くらいの年代から、自分がもし将来子供を身ごもってしまったら、どういった所に支
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援機関があって、どういう手助けをしてくれるのか、どこにSOSをだせばいいのかを具体
的に教えていかなくてはなりません。こうしたことを公教育の中でそろそろやらなければ
なりません。育児は世代間で引き継がれると言われてきましたけれども、これほど大都市
圏で虐待が多いというのは、やはりその原因の１つは孤立化ですよね。誰も教えてくれな
いんですよ。誰かがちょっとアドヴァイスしてくれれば孤立から救われるお母さんが、泣
きながら電話をかけてくるんです。「もう育てられない。こんな状況だったら殺してしま
いそうだ」と言って。そういう電話がよくかかってくるんです。どうして隣の人にアドヴ
ァイスしてもらえないんだろう、と感じることがあります。そういった時に、気軽にSOS
を発信することが出来るようにすれば、どこにSOSを発信すればいいかが分かっていれ
ば、救われるケースも増えるのかなと思いますね。それからもう１つは男性の責任です。
お母さんの孤立化の大きな要因として、お父さんが育児に全く関心を示さないというの
が、孤立化したお母さんに共通する訴えです。イクメンにまではならなくてもいいですけ
れど、子供さんが生まれたら、やはり子供に関心を持つ、お母さんを労ってあげるという
ことが必要なのかなと思っています。
鈴木：「子供の虐待に関する統計資料を拝見しましたけれども、対応が多くなっている
のはどの年齢の児童が多いですか」というご質問を頂いております。児童虐待の問題を考
えるには年齢も重要な問題ですよね。
上川：小学校６年生までで、件数の４分の３を占める状態がずっと続いていて、これは
変わりません。４分の１は中学生以上となります。やはり年齢が小さい子に対しては、重
い虐待が多い傾向が顕著ですね。小さい子は抵抗力が弱いので、重篤な事例が多いという
感想を持っています。
鈴木：また、児童虐待対応の具体的な場合についてのご質問も頂いております。①「増
加する対応数の中で、通告に基づき現場に赴いて安全確認をすべきか否かの判断は、具体
的にどのようにしているのか」、②「児童相談所に現職の警察官あるいは警察OBが人事交
流されているが、どのようにそれらの人を活用しているのか」、③「昨年10月から適用さ
れている司法面接がなされた実績はあるのか」、④「裁判所から令状を得ての臨検、捜索
の実施例はあるのか」といったご質問については、いかがでしょうか。
上川：まず①についてお答え致します。通告があった場合には、基本的に安全確認のた
めの連絡を致します。どうやったら安全確認が出来るかということを検討します。所属の
あるお子さん、例えば保育園に行っているとか幼稚園に行っているとか、あるいは小学校
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や中学校に行っているとかいうお子さんについては、その子の所属している保育士さん、
学校の先生などに安全確認をして頂く。これを私たちの用語では間接現認と呼んでいま
す。それをやった後に、家庭訪問をして児童福祉司が実際に本人に会うという、二重の手
立てを講じることが多いです。②について。現役の警察官は現在東京都では都庁と児童相
談センターに１名ずつ配置されております。警察官OBは全部の児童相談所に１～２名配
置されているという状況です。警察OBの主な仕事は、虐待対策班と虐待対策強化専門員
という名称が付いておりまして、児童福祉司と同行して訪問や面接に対応しています。安
全確認も含めてです。現職警察官については、警察と児童相談所との連携業務、法的対応
を担当して頂いております。これだけ児童通告が増えて参りますと、警察署と児童相談所
とが話をしても、福祉の方の用語と警察の司法の用語とが繋がらないことが多いのです
が、そこの「通訳」的な役割を警察官が果たして下さっているという側面があります。③
司法面接（forensic	 interview）に関しては、東京都の児童相談所の場合には、昨年（平
成27年）からということではなしに、かなり以前から活用しています。司法面接という
と、そこで語られたことが法的証拠となるかのように聞こえるのですが、現行の警察、検
察の状況では、司法的なプロトコルを用いた手法で実施したとしても、それが証拠に採用
されることがなかなかないのですね。そこで、東京都では「被害確認面接」という言い方
をしています。そのようなプロトコルを学習した方によって被害を確認しています。性的
虐待を受けた女の子、男の子、身体的虐待を受けた男の子など、既にかなりの数の「被害
確認面接」を実施しております。④令状を取った臨検、捜索は、東京都ではこれまでのと
ころ２件ほどしかありません。うち１件は、警察の方が先頭に立って臨んで下さいまし
た。扉は開けてくれたのですが、チェーンが付けられていたので、そのチェーンをカッタ
ーで切って中に入った。そういう事案でした。もう１件は、令状請求を行なって、それが
取れたのですが、臨検、捜索をする直前に子供の安全確認が出来まして、実施しないで済
みました。従って、本当に実施したのは１件くらいかなと思います。
鈴木：児童虐待の中には、身体的虐待とかネグレクト、育児放棄とかいろいろあります
が、特に心理的虐待について幾つかご質問を頂いております。「近年、心理的虐待が増え
て来ているとのことであった。暴力による身体への虐待であれば分かり易いと思うが、精
神的・心理的な虐待の場合には、周りの者でも気づくことが難しい。そういう中で、もし
児童相談所の方が立ち入る場合には、心理的虐待が行なわれたかどうかを、どのようにし
て判断するのか、その判断材料を教えて頂きたい」というご質問です。もう１つ、関連し
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たご質問があります。「心理的DVやDVを受けた児童が、成長して今度は自分がDVをし
てしまうという話をよく聞くが、そのようなケースは本当にあるんですか」というご質問
です。心理的虐待については児童心理司も対応することになるのでしょうね。
上川：心理的虐待の分野では、「子供虐待対応の手引き」という厚生労働省が出してい
る文書の中で、次のようなものが挙げられています。明らかな無視、拒否的な態度を取
る、罵声を浴びせる、言葉による脅かし、脅迫、きょうだい間での極端な差別扱い、ドメ
スティック・バイオレンスを子供の面前で行なう、子供のきょうだいに虐待を加える、と
いったものが心理的虐待とされています。ではどうすればそれが心理的虐待だと判断され
るのか。児童相談所では、多くの場合、子供がどう思っているかを重視します。警察のよ
うに客観的な証拠があって云々というのではなくて、子供が具体的な事実を訴えた場合
―例えば、きょうだいで極端に差別されて辛かった、お兄ちゃんはご飯をもらえるのに
自分には何もくれないとか―には、子供の言い分をまずは尊重して、それを虐待として
取り扱い、その後に、いろいろ調査をしていきます。そこで児童心理司が心理診断を行な
い、そこでまた詳しく聞き直します。それによって、子供の心理がどのような影響を受け
ているのかを調査していくことになります。
鈴木：その児童心理司も児童福祉司と同様、不足している状況は変わりないのですね。
児童心理司というのは、専門的な教育課程を卒業していなければならないですね。
上川：はい。心理学等を学んでいて、臨床心理士の資格をお持ちの方が多いです。国家
資格ではありませんが。
鈴木：「東京23区に今後、児童相談所が設置されることになるわけですけれども、実際
に設置された場合、都の児童相談所と区の児童相談所とが併存することについて、どのよ
うにお考えなのでしょうか」というご質問もあります。私が先ほどお話しましたように、
政令指定都市がある県、例えば神奈川県では、現在既に併存しているわけです。神奈川県
の児童相談所があり、横浜市のエリア内には横浜市の児童相談所があり、川崎市のエリア
内には川崎市の児童相談所がある。また、中核市―現在は横須賀市と金沢市にしかあり
ませんが―の場合も、例えば金沢市の市域には金沢市の児童相談所があり、それ以外の
石川県の県域は石川県の児童相談所が担当するというかたちで、空間的に分業していま
す。東京都23区についても、もし千代田区児童相談所が出来た場合には、千代田区の区域
だけが都の児童相談所の管轄からスポッと抜けると想定されていると考えてよろしいので
しょうか。
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上川：はい。そうです。
鈴木：ただ、そのようにした場合、１つ大きな問題が人材育成の面についてあります。
といいますのも、県の児童相談所は通常複数設置されています。例えば３年間、或る児童
相談所で働いて、今度は別の児童相談所で働く、そのように児童相談所を異動することで
段々と経験値を積んでいくことが出来るのですが、政令市の場合、さいたま市には１つの
児童相談所しかありません。（横浜市や大阪市には複数の児童相談所がありますが。）その
他、人口100万人以下の政令市の多くにも、児童相談所は１つしかありません。そうなる
と、そこでどうやって人材を育成していくのかが問題になります。職員を県に派遣して県
で教えてもらうのか。―こういうことが悩ましい問題としてあるようでございます。お
そらく東京23区が児童相談所を作った場合にも、東京都から相当な支援をしてもらわない
と、なかなか「離陸」するところまでいかないのではないか、という印象を私は持ってお
ります。上川さんは関係する当事者なので、お話になりにくいかも知れませんが…。
上川：そういう部門からはそれぞれに要望を頂いておりますので、東京都としては、そ
れに対してどのような支援をするか、検討に入っている段階です。
鈴木：幼児への虐待について質問が来ております。「子供の障害など育てにくさが虐待
の要因になっていることもあるのではないかと考えられます。支援方針の決まったケース
で、そのような場合がどれくらいあるのか、お分かりになりましたら教えて下さい。ま
た、そのような障害のあるお子さんのある家庭については、どのような機関と連携を図っ
ているのでしょうか」というご質問です。これについては、いかがでしょうか。
上川：そのような場合がどれくらいの割合であるのかを申し上げるのは難しいですね。
ちょっと即答することは出来ません。ただ、そのようなケースは多くあります。子供さん
が発達障害等を持っていて、行動特性がありますと、親御さんの方も何とかそれを治した
い、自分たちのコントロールが効くようにしたいという気持ちがあって、そこが体罰に結
び付いたり、身体的虐待に結び付いたりすることがあります。強度の叱責、罵倒に結びつ
くこともかなりあります。ただ、そういった場合に対する私たちの関わり方というのは、
まず子供さんを見せて頂くということなんです。そして心理診断、性格診断等をしていく
中で、子供の状態を正確に保護者に伝えて、その子供さんの特性に合った対応の仕方をお
父さん・お母さんに学んで頂く。これが主眼です。児童相談所が強力に関わる必要がない
と思われるものについては区市町村にも相談する部署がありますので、そういうところへ
話をして、そちらで対応して頂きます。
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鈴木：有難うございました。「地域ごとの児童相談所で、職員等の横の繋がりのような
ものはあるのですか」というご質問もありました。地域ごとというのではありませんが、
全国的な児童相談所の連合団体があります。全国児童相談所所長会と申しまして、そこが
年に１回、厚生労働省に参加して国と自治体との方針を擦りあわせる、そういう場があり
ます。また、横浜戸塚に「子供の虹情報研修センター」という児童福祉司の研修施設があ
りまして、全国の児童福祉司の人がそこに行かれて、いろいろ勉強されているということ
を伺ったことがあります。この児童福祉司は地方公務員の中でもプロフェショナルといい
ますか、専門職に近いところがありますので、ただ日々の仕事をするだけではなくて、そ
のような座学も含めて、自分の専門性を高めるための機会をもっておられるということで
す。
「「東京ルール」というのは東京のみで行われているのですか」というご質問ですが、こ
れはその通りですね。
上川：はい。そうです。
鈴木：「加害者の親へのケア受講を強制出来ない我が国の状況は、家族再統合を目指す
うえでは大きな障害になっていると思われる。アメリカのカリフォルニア州等で展開され
ているような司法モデルによるケア受講命令の採用について、どのようなお考えをお持ち
でしょうか」というご質問を渡邊一弘先生から頂いております。
上川：そのようになったらいいなあと思っています。東京都の場合にはやはり保護者の
方にいろいろ提案をさせて頂いて、それを受けて下さる方にはそこから再統合に向けプロ
グラムがスタートするのですが、なかなか強制的に、というわけにはいきません。一時
期、児童福祉法28条に該当するケースの場合に、司法側から勧告をしてほしいと言われた
ことはあったのですが、なかなか司法側も、勧告命令のようなものを出すことまではして
くれません。「児童相談所と協力して家庭復帰に向けて何か支援をすること」というよう
なことしか言ってくれません。シッカリした強制命令が出されればやり易いのになあと私
も思っているのですが、現状はそうはなっておりませんので、まずは説明・説得をして、
プログラムを立てて頂くということにならざるを得ない状況でございます。
鈴木：有難うございました。
それでは、そろそろ予定の時間となりました。全てのご質問にお答え出来ず、大変申し
訳ございませんでした。本日は組織上の課題を中心に、児童虐待に関わる問題を議論して
参りました。フロアからのご指摘にもありましたように、組織をいじることで問題が全て
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解決するわけではないけれども、限られた部署、限られた定員の中で、最善のパフォーマ
ンス、結果を出すことは、非常に重要なことではないかと思います。
本日は貴重な報告を頂戴致しました。心から感謝申し上げます。もう一度盛大な拍手を
上川先生にお願い申し上げます。（拍手）
これにて、公開講座を閉会致します。
公開講座風景（第三回）
